
 

（１）各改修工事の税額控除限度額

・ 超過分を含めた必
　須工事の合計額と
　同額まで
・ 10％控除対象工
　事費用と合計して
　1000万円まで
　　

必須工事（10％控除対象工事）

対象工事 対象工事限度額

その他工事（５％控除対象工事）

対象工事 対象工事限度額
必須工事とその他
工事の最大控除額

625,000円

600,000円

625,000円
（675,000円）

625,000円

625,000円

625,000円
（675,000円）

750,000円
（800,000円）

住宅耐震改修の標準的な費用 ×
10％ ＝ （A）　

250万円

バリアフリー改修の標準的な費用 
×10％ ＝ （B）　

200万円

省エネ改修工事の標準的な費用
× 10％ ＝ （C）

250万円
（省エネ改修に併せて太陽光
発電設備設置工事を行う場合
350万円まで）

三世代同居改修工事の標準的な
費用 × 10% ＝ （D）

250万円

耐震改修の標準的な費用 ＋ 耐久
性向上改修の標準的な費用 × 10
％ ＝ （E）

250万円

省エネ改修工事の標準的な費用
 ＋ 耐久性向上改修の標準的な
費用 × 10％ ＝ （F）

250万円
（省エネ改修に併せて太陽光
発電設備設置工事を行う場合
最高額350万円）

耐震改修の標準的な費用＋省エ
ネ改修工事の標準的な費用 ＋ 耐
久性向上改修の標準的な費用 ×
10％ ＝ （G）

500万円
（省エネ改修に併せて太陽光
発電設備設置工事を行う場合
最高額600万円）

耐震改修税額控除と特定改修税額控除の税額控除算出方法

（２）控除額
上記改修工事を複数行った場合の控除額は次のとおりです。
　① （A） ＋ （B） ＋ （C） ＋ （D） ＋ （H）
　② （B） ＋ （D） ＋ （E） ＋ （H）
　③ （B） ＋ （D） ＋ （F） ＋ （H）
　④ （B） ＋ （D） ＋ （G） ＋ （H）

次の金額の合計額
（1,000万円から
必須工事の控除額
を控除した金額が
限度）×５％＝（Ｈ）

①必須工事に係る
標準的な費用の
額（対象限度額を
超える部分に限
る）の合計額

②必須工事と併せ
て行うその他の
工事費用（補助金
等を控除後）

P34　（1）各改修工事の税額控除限度額

P35　耐震改修税額控除

2023（R5）年12月３1日まで

　近年における地震災害の頻発を踏まえ、新耐震基準を満たさない住宅の自発的な耐震改修をより効果的に促進するた
めの税額控除制度です。 

区　分 適用要件等

耐震改修税額控除

区　分 耐震改修工事の内容（一体工事を含む） 金　額（税込）　円

当該家屋の建築面積1㎡当たり 15,400

当該家屋の床面積1㎡当たり 22,500

当該耐震改修の施工面積1㎡当たり 19,300

当該家屋の床面積1㎡当たり 33,000

当該家屋の床面積1㎡当たり 75,500

当該耐震改修の箇所数 1,434,500

当該耐震改修の箇所数 33,100

当該耐震改修の箇所数 591,500

当該家屋の床面積1㎡当たり 20,700

木造住宅

木造住宅以外

（注）　補助金等の交付がある場合には、耐震改修工事に係る標準的な費用の額から補助金等を控除した後の金額を税額控除の対象としている。

基礎に係る耐震改修

壁に係る耐震改修

屋根に係る耐震改修

基礎、壁又は屋根に係るもの以外の耐震改修

壁に係る耐震改修
　
柱に係る耐震改修のうち、鉄板その他の補強
材を柱に巻き付けるもの（「柱巻補強工事」）
柱に係る耐震改修のうち、「柱巻補強工事」以
外のもの

免震工事

壁若しくは柱に係るもの又は免震工事以外の

耐震改修

政令で定められた標準的な耐震改修費用の額 2023(R5)年1月1日以後に耐震改修工事を完了する場合

期　間 ２０２３（Ｒ５）年１２月３１日に工事が完了すること

１． 自己の所有している家屋で、自己の居住の用に供するものの改修工事であること
２． 改修工事後６か月以内に入居していること
３． 改修工事をした後の家屋の床面積（登記面積）が50㎡以上であること
４． 床面積の２分の１以上が、専ら自己の居住の用に供されるものであること
５． 控除を受ける年の所得金額が3,000万円以下であること
６． 自己の居住の用に供される部分の工事費用の額が、改修工事の工事費用の総額の2分の１以上
　 であること
７． 1981（S56）年５月31日以前に建築された家屋であること
８． 一定の耐震基準に適合させるための住宅耐震改修であることについて建築士等が発行する増
　 改築等工事証明書又は地方公共団体の長が発行する住宅耐震改修証明書により証明がされた
　 ものであること
９． 耐震改修工事の標準的な費用が50万円を超えるものであること

工事の内容

控除額

適用要件

1981（S56）年5月31日以前に建築された家屋であって、耐震改修（地震に対する安全性の向上
を目的とした増築、改築、修繕または模様替えをいいます。）をして、家屋を現行の耐震基準に適合さ
せるための工事

この控除を受けるための
手続き

　この規定の適用を受けるためには、改修を行った年の翌年の３月１５日までに所得税の確定申告
をする必要があります。（マイナンバー制度導入に伴い、申告書を提出する際には、マイナンバーの
記載及び本人確認書類の提示又は写しの添付が必要となります）
　確定申告には次の書類を添付しなければなりません。
　1． 住宅耐震改修特別控除額の計算明細書
   ２． 増改築等工事証明書または住宅耐震改修証明書
   ３． 家屋の登記事項証明書など、家屋が1981（S56）年5月31日以前に建築されたものである
　　ことを明らかにする書類
　４． 住宅耐震改修に係る契約をして、その住宅耐震改修に関し補助金等の交付を受けている場合
　　 には、補助金等の額を証する書類

（住宅耐震改修に係る耐震工事の標準的な費用の額　－　補助金等）×１０％（最高額２５万円）
　耐震改修対象工事に限度超過額がある場合及びその他のリフォームを行った場合は、次の加算
がされます。
　次の金額の合計額（1,000万円から耐震改修工事の控除額を控除した金額が限度）
　×5%（最高額37.5万円）
① 耐震改修対象工事の限度超過額
②  その他のリフォーム工事額（補助金等を控除後）　　
耐震改修工事と併せて最大控除額　62.5万円

該当箇所 正 誤

Ｐ３４（１）各改修工事の税額控除限度額 
　◦その他工事（５％控除対象工事） 
　　対象工事

次の金額の合計額 
（1,000 万円から 
必須工事の控除額 
を控除した金額が 
限度）×５％＝（Ｈ）

次のいずれか少ない金額
（1,000 万円から
必須工事の控除額
を控除した金額が
限度）×５％＝（Ｈ）

P ３５　耐震改修税額控除 
　◦表 
　　区分　控除額　適用要件等４行目

次の金額の合計額 次のいずれか少ない金額

P ３６　バリアフリー改修税額控除 
　◦表 
　　控除額　４行目

次の金額の合計額 次のいずれか少ない金額

P ３９　省エネ改修税額控除 
　◦表 
　　控除額　６行目

次の金額の合計額 次のいずれか少ない金額

P ４１　多世帯（三世代）同居改修税額控除 
　◦表 
　　控除額　４行目

次の金額の合計額 次のいずれか少ない金額

2023年度版 住宅と税金（税制ガイドブック） 正誤表 

先日発刊しました「住宅と税金（税制ガイドブック）」において、誤りがありました。
ここに謹んでお詫び申し上げますと共に、下記のように訂正いたします。
誤）次のいずれか少ない金額　→　正）次の金額の合計額



P36　バリアフリー改修税額控除

２０２３（Ｒ５）年１２月３１日まで

長寿化社会におけるマイホームの改修を支援する制度です。

バリアフリー改修税額控除

期間 ２０２３（Ｒ5）年１２月３１日までの間に自己の居住の用に供していること

対象となる工事 1．｠ 工事を行う者が次のいずれかに該当する個人であること
　　　イ  50歳以上の人
　　　ロ  介護保険法に規定する要介護または要支援の認定を受けている人 
　　　ハ　所得税法上の障害者である人
　　　ニ  高齢者等（65歳以上の人または上記ロもしくはハに該当する人をいいます。）である
　　　　親族と同居を常況としている人  
２．　次のいずれかに該当するバリアフリー改修工事であること  
　　　イ 介助用の車椅子で容易に移動するために通路または出入口の幅を拡張する工事 
　　　ロ 階段の設置（既存の階段の撤去を伴うものに限る。）または改良によりその勾配を緩和
　　　　する工事 
　　　ハ 浴室を改良する工事であって、次のいずれかに該当するもの  
　　　　　（イ） 入浴またはその介助を容易に行うために浴室の床面積を増加させる工事 
 　（ロ） 浴槽をまたぎ高さの低いものに取り替える工事  
　　　　　（ハ）固定式の移乗台、踏み台その他の高齢者等の浴室の出入りを容易にする設備を設
　　　　　　　置する工事  
　　　　　（ニ）高齢者等の身体の洗浄を容易にする水栓器具を設置しまたは同器具に取り替え
　　　　　　 る工事  
　　　ニ 便所を改良する工事であって、次のいずれかに該当するもの
　　　　　（イ）排泄またはその介助を容易に行うために便所の床面積を増加させる工事
　　　　　（ロ） 便器を座便式のものに取り替える工事  
　　　　　（ハ） 座便式の便器の座高を高くする工事  
　　　ホ 便所、浴室、脱衣室その他の居室および玄関ならびにこれらを結ぶ経路に手すりを取り
　　　　付ける工事  
　　　へ 便所、浴室、脱衣室その他の居室および玄関ならびにこれらを結ぶ経路の床の段差を解
　　　　消する工事（勝手口その他屋外に面する開口の出入口および上がりかまちならびに浴室
　　　 の出入口にあっては、段差を小さくする工事を含みます。）  
　　　ト 出入口の戸を改良する工事であって、次のいずれかに該当するもの  
　　　　　（イ） 開戸を引戸、折戸等に取り替える工事  
　　　　　（ロ） 開戸のドアノブをレバーハンドル等に取り替える工事  
　　　　　（ハ）戸に戸車その他の戸の開閉を容易にする器具を設置する工事
　　　チ 便所、浴室、脱衣室その他の居室および玄関ならびにこれらを結ぶ経路の床の材料を滑
　　　　りにくいも のに取り替える工事

控除額 （バリアフリー改修工事の標準的な費用の額　－　補助金等）　×　１０％ （最高20万円） 
バリアフリー改修対象工事に限度超過額がある場合及びその他のリフォームを行った場合は、次
の加算がされます。  
次の金額の合計額（1,000万円からバリアフリー改修工事の控除額を控除した金額が限度）×5%
（最高額40万円）
①バリアフリー改修対象工事の限度超過額
②その他のリフォーム工事額（補助金等を控除後）　　
バリアフリー改修工事と併せて最大控除額　60万円

適用要件 １．　耐震改修税額控除の適用要件１から６（35ページ参照）に該当すること  
２．　工事内容が建築士等が発行する増改築等工事証明書により証明がされたものであること 
３．　バリアフリー改修工事の標準的な費用が50万円を超えるものであること  

P39　省エネ改修税額控除

P41　多世帯（三世代）同居改修税額控除

２０２３（Ｒ５）年１２月３１日まで

2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、既存住宅の省エネルギー性能促進のための税額控除制度です。

省エネ改修税額控除

期間 ２０２３（Ｒ5）年１２月３１日までの間に自己の居住の用に供していること

対象となる工事 １．　窓の断熱改修工事、またはその工事と併せて行う床等の断熱工事、天井の断熱工事もしくは
　壁の断熱工事で、その改修部位の省エネ性能がいずれも2016（H28）年基準相当以上となる
　工事
2．　１の工事が行われる構造または設備と一体となって効用を果たす設備の取替えまたは取付け
　に係る工事
3．　１の工事と併せて行う当該家屋と一体となって効用を果たす一定の太陽光発電装置などの設
　備の取替えまたは取付けに係る工事

控除額 （省エネ改修工事の標準的な費用の額　－　補助金等）　×　１０％（最高２５万円）
　省エネ改修工事に太陽光発電設備設置工事を含む場合は、限度額に100万円加算され、最高3５
０万円となります。
　省エネ改修対象工事に限度超過額がある場合及びその他のリフォームを行った場合は、次の加
算がされます。
次の金額の合計額（1,000万円から省エネ改修工事の控除額を控除した金額が限度）×5%（最高
額37.5万円）
①省エネ改修対象工事の限度超過額
②その他のリフォーム工事額（補助金等を控除後）　　
省エネ改修工事と併せて最大控除額　62.5万円
(省エネ改修工事に太陽光発電設備設置工事を含む場合は最大控除額67.5万円)

適用要件 １．　耐震改修税額控除の適用要件１から６（35ページ参照）に該当すること
２．　工事内容が建築士等が発行する増改築等工事証明書により証明がされたものであること
３．　省エネ改修工事の標準的な費用が50万円を超えるものであること

この控除を受けるため
の手続き

　この規定の適用を受けるためには、改修を行った年の翌年の３月１５日までに所得税の確定申告
をする必要があります。（マイナンバー制度導入に伴い、申告書を提出する際には、マイナンバーの
記載及び本人確認書類の提示又は写しの添付が必要となります）
　確定申告には次の書類を添付しなければなりません。
　　1．　住宅特定改修特別税額控除額の計算明細書
　　２．　増改築等工事証明書
　　３．　家屋の登記事項証明書など家屋の床面積が50平方メートル以上であることを明らかに
　　　する書類
　　４．　補助金等の交付を受ける場合には、補助金等の額を証する書類

その他 　省エネ改修工事をした方で、同年において住宅借入金等特別控除（住宅ローンを利用して改
修をおこなった場合）の適用要件も満たしているときは、いずれか一つの特例制度を選択して適用
することとなります。確定申告後、選択替えはできません

２０２３（Ｒ５）年１２月３１日まで

　世代間の助け合いによる子育てしやすい環境整備を図るため、三世代同居に対応したリフォームを行った場合に、最高限
度額２５万円の税額控除が受けられます。  

多世帯（三世代）同居改修税額控除　　 

期間 ２０２３（Ｒ5）年１２月３１日までの間に自己の居住の用に供していること

対象となる工事 　自己が所有する自己の居住用の家屋について調理室を増設する工事、浴室を増設する工事、便
所を増設する工事または玄関を増設する工事 
　（注）　自己の居住の用に供する部分に調理室、浴室、便所または玄関のうちいずれか二以上
　　　の室がそれぞれ複数になる場合に限ります。

控除額 （多世帯（三世帯）同居改修工事の標準的な費用の額－補助金等）　×　１０％　（最高額２５万円） 
　多世帯（三世代）対象工事に限度超過額がある場合及びその他のリフォームを行った場合は、次
の加算がされます。 
次の金額の合計額（1,000万円から多世帯（三世代）改修工事の控除額を控除した金額が限度）
×5%（最高額37.5万円）
①多世帯（三世代）改修対象工事の限度超過額
②その他のリフォーム工事額（補助金等を控除後）　　
多世帯（三世代）改修工事と併せて最大控除額　62.5万円

適用要件 １．　耐震改修税額控除の適用要件１から６（35ページ参照）に該当すること 
２．　工事内容が建築士等が発行する増改築等工事証明書により証明がされたものであること 
３．　多世帯（三世代）同居改修工事の標準的な費用が50万円を超えるものであること 

控除を受けるための
手続き

　この規定の適用を受けるためには、改修を行った年の翌年の３月１５日までに所得税の確定申告
をする必要があります。（マイナンバー制度導入に伴い、申告書を提出する際には、マイナンバーの
記載及び本人確認書類の提示又は写しの添付が必要となります） 
１．　住宅特定改修特別控除額の計算明細書 
　（注）　多世帯（三世代）同居改修工事の費用に関し補助金等の交付を受ける場合には、補助金等
　　　の額を証する書類も添付してください。 
２．　増改築等工事証明書 
３．　家屋の登記事項証明書など家屋の床面積が50平方メートル以上であることを明らかにする
　書類 
４．　補助金等の交付を受けている場合には補助金等の額を証する書類 

その他 １．　その年の前年以前３年内の各年分においてこの規定の適用を受けた者はその年においてこ
　の規定を受けることはできません 
２．　多世帯（三世代）同居改修工事をした方で、同年において住宅借入金等特別控除（住宅ローン
を利用して改修をおこなった場合）の適用要件も満たしているときは、いずれか一つの特例制度
を選択して適用することとなります。確定申告後、選択替えはできません 

① 調理室を増設する工事（改修後の住宅にミニ
キッチン以外の調理室がある場合に限る）

ミニキッチンを設置する工事以外の場合
ミニキッチンを設置する工事の場合
給湯設備の設置・取替を伴う浴槽の設置工事の場合
給湯設備の設置・取替を伴わない浴槽の設置工事の場合
浴槽がないシャワー専用の工事の場合

地上階の場合
地上階以外の場合

1,622,000
476,100

1,373,800
855,400
584,100
526,200
658,700

1,254,100

② 浴室を増設する工事（改修後の住宅に浴槽を
有する浴室がある場合に限る）

③ 便所を増設する工事

④ 玄関を増設する工事

改修部位ごとの単位当たりの標準的な費用 2020（R2）年１月１日以後に居住する場合

工　　　　事　　　　内　　　　容 箇所当たりの
金額（円）


